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平成 29年度 環境教育等推進専門家会議（第３回） 議事録 

 

【日時】 平成 30年 2月 19日（月） 16：30～18：30 

【場所】 TKP赤坂駅カンファレンスセンター ホール 14B 

【出席者】飯田貴也  （特定非営利活動法人新宿環境活動ネット） 

     石坂典子  （石坂産業株式会社代表取締役） 

     石田秀輝  （東北大学名誉教授） 

     井田仁康  （筑波大学人間系教育学域教授） 

     大久保規子 （大阪大学法学部教授） 

     梶木典子  （神戸女子大学家政学部教授） 

     川嶋直   （公益社団法人日本環境教育フォーラム 理事長） 

     小澤紀美子 （東京学芸大学名誉教授） 

     島田智   （秋田県教育庁南教育事務所 仙北出張所指導主事） 

     棚橋乾   （多摩市立連光寺小学校長） 

     畠山信   （NPO法人森は海の恋人副理事長） 

     宮林茂幸  （東京農業大学地域環境科学部 地域創成科学科教授） 

     中井徳太郎 （総合環境政策統括官） 

     松本啓朗  （大臣官房総合政策課長） 

     永見靖   （環境省 大臣官房環境教育推進室長） 

     池田怜司  （環境省 大臣官房環境教育推進室室長補佐） 

     米本善則  （文部科学省 生涯学習政策局参事官補佐） 

     濵野清   （文部科学省 初等中等教育局教育課程課教科調査官） 

     樺山大輔  （農林水産省 農村振興局農村計画課課長補佐） 

     藤原淳一  （林野庁 森林整備部森林利用課環境教育推進官） 

     河村憲一  （経済産業省 産業技術環境局環境政策課係長） 

     高橋涼   （国土交通省 都市局公園緑地・景観課緑地環境室課長補佐） 

     東 佑亮  （国土交通省 総合政策局環境政策課国土環境第一係課長補佐） 

 

【議事次第】 

１． 開 会 

２． 議 事 

（１） 議論の取りまとめ 

（２） その他 

３． 閉 会 
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【議事内容】 

環境省・池田室長補佐： それでは、定刻となりましたので、平成29年度環境教育等推進専門家

会議第３回目を開会させていただきます。 

 開会に先立ちまして、資料の確認をさせていただきたいと存じます。委員の方におかれ

ましては、席上に配付をさせていただいておりまして、傍聴者の方につきましては、環境

負荷削減の観点からペーパーレスとさせていただいております。その点ご了承ください。 

 それでは、お配りしている資料の確認をさせていただきたいと思います。まず、次第で

す。そして、本日の資料、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律の施行状

況の検討について（報告）と書かれたものでございます。順序はちょっと逆になってしま

いますが、きょうお越しの大久保委員から意見をいただいておりますので、そのペーパー

を配付させていただいております。参考資料といたしまして、１点目が環境教育等による

環境保全の取組の促進に関する法律、それから同法の基本方針、ホチキス止めした厚い資

料となっております。こちらは会議後に回収とさせていただきます。２点目が委員の方の

名簿になります。 

 以上が配付資料となります。落丁等ございませんでしょうか。もしございましたら、事

務局までお申しつけください。 

 なお、取材の方のカメラ撮りは、ここまでとさせていただきたいと思います。 

 本日は、12名の委員の方にご出席をいただいております。まず、今回初めてご出席され

る委員のご紹介をさせていただきたいと思います。 

 秋田県教育庁南教育事務所仙北出張所の指導主事でございます島田委員でございます。 

 本日は、菅谷委員、田村委員がご欠席となっております。 

 それでは、これより議事に移らせていただきます。これからの進行につきましては、小

澤座長にお願いいたします。 

 

小澤： それでは、皆様、年度末のお忙しいところ、ご出席賜りありがとうございます。これか

ら３回目の議論を進めていきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 まずは、事務局からご説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

環境省・池田室長補佐： それでは、事務局より、まず本日の資料の説明をさせていただきたい

と思います。お手元に報告書の案ということで配付しておりますが、そちらのご説明をさ

せていただきます。 

 この会議は、環境教育等促進法の附則に基づき、施行５年後を目途として、法の施行状

況の検討を行うために開催しているものでございます。その議論の成果といたしまして、

報告書をまとめることを考えております。本日お示ししているのは、そのたたき台です。

こちらに基づいて意見交換を進めていく流れでお願いしたく存じます。 

 ページをめくっていただきまして、２ページ目が目次となっております。 
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 飛びますが、４ページ目、５ページ目は、環境問題や環境教育をめぐる状況ということ

で、背景事情を整理して記載させていただいております。 

 (1)では、中央環境審議会の総合政策部会において議論されている第５次環境基本計画

（案）に基づき、環境問題をめぐる状況と今後目指すべき持続可能な社会の在り様を整理

したものでございます。基本的には、同基本計画の引用という形で記載しております。     

ポイントは、環境・生命文明社会、地域循環共生圏の形成であり、この実現に向かって

人づくりをどう行っていくかを議論することが今回の守備範囲となろうかと思います。 

 (2)におきましては、平成23年度の法改正後のＥＳＤと環境教育を巡る状況について記

載させていただいております。一言で言えば環境教育の位置付けを明確にしたパラグラフ

です。平成28年度に政府が策定したＥＳＤ国内実施計画では、環境教育をＥＳＤが包含す

るという形で整理がされており、まずそこで環境教育の位置づけをＥＳＤとの関連から明

確化しました。また、同じく政府が策定した「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指

針」の中では、ＳＤＧｓを達成するための具体的な施策として、ＥＳＤ・環境教育の推進

が盛り込まれております。環境教育の先にＳＤＧｓがあることが政府方針の中でも明確に

位置づけられているということで、書かせていただきました。 

 また、この会議でも文科省からご報告しましたが、６ページ目の四角で囲んだ部分とな

ります。日本ユネスコ国内委員会の整理となります。ＳＤＧｓの中でもターゲットの４、

教育の部分は非常に重要であって、17全ての目標の達成に貢献することが示されておりま

す。 

 さらには、2017年３月に告示された小・中学校の学習指導要領においては持続可能な社

会の創り手を育成することが掲げられ、学び方の改善など、ＥＳＤでこれまで取り組んで

きた内容が関連しているという点を書かせていただいております。  

６ページ目、国民の環境保全の取組の実施状況、検討の基本的視点のところをご覧くだ

さい。第１回目の会議で資料としてご説明させていただいたところを中心に記載させてい

ただいております。 

 13行目からになりますけれども、我が国では、古くから「もったいない」の精神や自然

とともに生きる知恵とか伝統を育んできた歴史がございます。他方で、第１回目の会議で

もご説明させていただきましたが、環境省が行う「環境にやさしいライフスタイル実態調

査」の結果を見ると、国民の環境配慮行動は、身の回りの生活の中で環境に取り組んでい

こうというところは非常に高い水準にあるものの、地域の環境保全のための取組への参加

であるとか、環境配慮製品の積極的な購入であるとか、いわゆる社会を持続可能なものと

して主体的に変えようとする行動の割合がそれに比べて低調となっております。また、持

続可能な社会づくりへの参加意欲を高める上で、体験活動が肝になるかと思いますが、大

人・子ども問わず、体験活動への参加が必ずしも積極的とはいえない状況にございます。

こうしたところをどう改善し、個々の学びや施策につなげていくかという点が今回の検討

のポイントであることをこの部分で明記させていただいております。 
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７ページ目です。６ページ目で示した検討の視点から、学びの方向性はどうあるべきか

という点を書かせていただいております。第１回目、第２回目のヒアリングで得た知見と

それを踏まえての意見交換の内容を主にまとめさせていただいております。 

 また、前回の会議で宮林委員から、人や経済のつながりを生み出すことが重要ではない

かというような問題提起をいただきました。また、第１回目のゲストである指出編集長か

らも、環境関連人口というキーワードで示されましが、体験活動を通じてこうしたつなが

りを生み出していくことの重要性をここで書かせていただいております。  

 続きまして、９ページ目となります。施行状況の検討と今後の施策の在り方をまとめて

おります。大まかに整理すると (1)、(2)は場、(3)、(4)は年代という切り口で整理をし

ております。 

(1)学校については、学習指導要領を踏まえた対応、特に教科横断型の実践を行う教員

の育成の充実を掲げさせていただいております。 

(2)地域については、大人や子どもの体験活動への参加をどう促していくかという点を

書かせていただいております。 

 (3)若者については、国連ＥＳＤの10年の後継プログラムであるＧＡＰでも優先行動分

野として掲げられていることから、柱を一つ設けさせていただきました。若者の参加をど

う促していくかという点を中心に書かせていただいております。 

 (4)大人については、主に社会人の参加をどう促していくか、特に企業における人材育

成の促進について触れさせていただいております。 

 続きまして、12ページです。法に基づく個別制度をどう活性化するかということを書か

せていただいております。13ページで、各制度に共通する課題とその改善策を書かせてい

ただいております。第２回目の会議で石坂委員からご提案があった内容もここで反映させ

ております。また、石坂委員から「体験の機会の場」の持つポテンシャルについてもご発

表があったかと思います。そうしたポテンシャルを踏まえつつ、体験の機会の場を積極的

に盛り立てようという方向性をここで記載しております。 

 長々と申しわけございません。最後はパートナーシップの推進ということで、13ページ

になります。多様な主体によるパートナーシップというのは、ＳＤＧｓの基本的な考え方

である５つのＰの１つでもあります。ＥＳＤや環境教育が目指す環境、経済、社会の統合

的な向上を図るためには不可欠な要素であることから、独立して柱を設けさせていただき

ました。内容といたしましては、第２回目の会議でご説明したＥＳＤ活動支援センターや、

今回の会議の論点でも掲げた企業の参画についてもここで触れさせていただいております。 

 事務局の説明は以上です。 

 

小澤座長： ありがとうございました。皆さん、一気に伺っていていかがですか。大久保委員か

らメモが出されております。それを先にご説明したほうがよろしいでしょうか。後で大丈

夫ですか。では、後でまた。 
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 それでは、今ご説明があったところでこれから意見交換に入りたいと思いますが、どな

たからでも結構ですので、どうぞご意見を賜れればと思いますので、よろしくお願いいた

します。いかがでしょうか。切っていったほうがいいですか。どうでしょうか。皆さんの

ご意見を出しやすい方向で行きたいと。大きな項目の１、２、３、４と行きましょうか。

それでは、まず１番、両括弧が２つありますけれども、環境教育をめぐる状況についての

論述がありますが、そこについてご意見いかがでしょうか。では、大久保委員、お願いい

たします。 

 

大久保委員： ペーパーを出しているのですけれども、(1)と(2)にかかわるところについてだけ、

まず申し上げたらよろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 実は私、前回休んだときを利用いたしまして、欧州委員会、ドイツの環境省等々、環境

ＮＧＯを含めまして12ヵ所ぐらい、環境保全活動の取組を促進するために、どのような施

策をとっているかということについてヒアリングをしてまいりましたので、休んだ分、イ

ンプットをしなければいけないと思って、今回、短いペーパーをつくったのです。 

 最初の１の(1)は環境基本計画を引っ張ってきたと。(2)はＥＳＤ、環境教育を特出しし

ていて、これは大変重要なことで、環境教育等促進法の特徴を出すという意味でそういっ

た項目が設けられているのが重要だと思うのです。 

 もう１つ重要なのは、(2)になるのか(3)になるのかわかりませんけれども、環境取組自

体の促進に関しまして、どのような国際的状況、あるいは国内状況があるのかということ

を入れるべきではないかというのが私のペーパーの１枚目の表裏の部分でございます。 

 ここの報告書案にあるように、ＳＤＧｓが大変重要な役割を果たしていると思うのです

けれども、環境教育等促進法というのは、もともとリオ宣言の第10原則で、全ての主体の

参加が環境問題の解決には必要であるということを受けて、環境基本計画の長期目標にあ

らゆる主体の参加の実現ということが掲げられて、この法律はまさにそれを実施するため

の法律であると思っておりますので、それに関する最新動向が入っていないのは寂しいと

思っております。 

 具体的には何かといいますと、国際的にみると参加の促進、環境保全取組の促進という

のは目標16の問題であると位置づけられております。日本では目標17にパートナーシップ

が入っておりますので、17の問題と捉えられることが多いのですけれども、17は開発援助

を含めまして、グローバルなパートナーシップに主眼がありますので、もちろん17は関係

がありますが、日本は17でやろうとしているというと、どの国で聞いても目標16の間違い

でしょうと指摘を受けます。16の中は、小項目をみていただきますと、そこに米印の２つ

目で、全てのレベルでの参加型の意思決定の保障という項目が入っておりまして、まさに

環境保全取組の促進は目標16をてこにして、ＳＤＧｓを使って促進していこうというのが

国際的な流れですので、これを使わない手はないというのがまず基本的な部分であります。 

 それに加えまして、あらゆる主体の参加ということでいいますと、2010年にバリガイド
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ラインというのが設けられまして、現在の基本方針にも入っておりますように、国の行政、

立法、司法全ての関係者のキャパシティービルディングが重要だなどということが強調さ

れております。こういった国際的な流れをきちんと押さえて記述しますと、本報告書案の

中でもさまざまな環境研修の実施ということが入っておりますけれども、そういうグロー

バルな日本も支持したバリガイドライン等に基づいて施策を打っているという体系的な整

理がなされると、日本の取組を打ち出す上でも大変インパクトがあるのではないかという

のが１枚目で申し上げていることでございます。 

 また、裏に書いていただきまして、国内の法律でみますと、地域での取組が非常に重要

であるということがうたわれていて、(4)に記載いたしましたように、地域レベルでは参

加、協働の横断的な参加条例が約４割の自治体で制定されていて、これを環境分野に限ら

ず、環境問題とその他の地域問題の解決に活用していくという方向で活用している自治体

も少なくありません。 

 また、環境分野ではいろいろな法整備もなされていて、特に下線を引きましたような新

たな参加、協働の促進のための法制度が整備されてきておりますので、最初の新たな動き

の中では、こういうせっかくやっていることは、もったいないので、きちんと全体の施策

の中に位置づけていくべきではないかという意見でございます。 

 

小澤座長： ありがとうございました。多分、その辺はこれから書き加えて、対応できることで

もあるし、実際に地域で具体的にやっているところもありますので、そこは明記されると

思いますので、何か環境省側からお伝えすることはありますでしょうか。 

 

環境省・永見室長： ご指摘を踏まえて、(1)については環境基本計画を引っ張ってきているし、

(2)は分野がちょっと違うと思うので、(3)を起こすのかなと思っております。１つ申し上

げたいのは、我々の誤解もあるのかもしれないのですけれども、ＳＤＧｓについては、日

本国内ではパートナーシップというのは17という認識がございます。また、先生のペーパ

ーを拝見しても、ＳＤＧｓ目標16というところで、情報アクセスの保障と参加型の意思決

定の保障、法の司法アクセスの保障ということで、どちらかというと司法、立法の部分が

強いのかなと思います。ただ、日本でパートナーシップといった場合は、事業、社会づく

り、地域づくりへの参加も強調されるところでございますので、16、17とあわせて、立法、

司法への参加という観点は抜けていたというところはそうなのかなと思いますので、可能

な範囲で記載したいと思います。 

 

小澤座長： よろしいですか。 

 

大久保委員： もちろん17を排除するものではありません。両方書けばいいと思います。 
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小澤座長： そのほかいかがでしょうか。宮林委員、お願いいたします。 

 

宮林委員： 全体として非常にうまくまとめられていると思うのですけれども、今現在、日本が

ぶち当たっているところで、技術教育をどう進めていくかというところがあって、技術教

育がなかなか進まないというのは、技術がどんどん発展する中で、新しいものをどんどん

教えていくのですが、一番原点のところをどうフォローしていくか。林業でいうと機械、

機械、機械に入ってしまうのですけれども、それをやってしまうと森林をみないで木を切

るところに重点を置いてしまう、わからないままに経済発展が進んでいってしまうことが

あります。中小企業にしても、農業にしても、そういう重要なところ、原点をみないでそ

ちらを優先していくところがあるのではないかということがありますので、この中にも書

いてあるのですけれども、技術教育という側面の中にも、きちっと環境教育の側面を入れ

ていく必要があって、それが原点になれば全員の関連性がみえてくるのではないかという

感じを受けましたので、発言させていただきました。 

 

小澤座長： ありがとうございます。基本的に第５次の環境基本計画（案）をベースにしていれ

ば、その地域に古くからある技術も見直されているわけです。そういうものを含んでいる

と考えたほうがいいというご意見として受けとめてよろしいでしょうか。実際には地域で

やっている事例を私も見聞きしますけれども、そういうニュアンスをまた後で私も読み直

してみます。ありがとうございます。 

 そのほかいかがでしょうか。――今、大きな１の(1)と(2)をあれしましたけれども、次

に大きな項目の２の国民の環境保全の取組の実施状況と検討の基本的視点のところ、ここ

では皆さん、多分ご意見がいっぱいあるのではないかと思いますが、いかがでしょうか。

お願いいたします。 

 

石田委員： ７ページの７、８、９行に書いてあるのですけれども、「持続可能な社会づくりへ

の主体的な参加」というのが、体験活動をしたら本当にそうなるのですかというところが、

私は前回からずっと同じようなことを思うのです。もちろん自然の中で子供たちがいろい

ろなことを体験するというのは、前回、若林さんがお話しされたので、それはそれで私は

全然否定するものではないのですけれども、それが本当に持続可能な社会づくりへの主体

的な参加というところとつながっていくのですかというあたりの議論が抜けているという

か、ちょっと足らないような気がして仕方がない。 

 何がいいたいかというと、これから地球環境はよくなるわけではなくて、ますます悪く

なるしかないわけです。要するに、今まで我々が経験したことがない厳しい地球環境制約

の中で、わくわくどきどき、心豊かに暮らす子供なり大人たちを育てなければいけない。

そうであれば、こういう体験学習を通して一体何を学んでほしいのか。そういう切り口が

すぽんと抜けて、何か体験をすれば、もちろん自然のことを感じたり、いろいろなことを
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感じるからそれはそれでいいことなのだけれども、もう一歩踏み込んだ視点が要るのでは

ないのだろうか。そこの部分がどうしても最初から気になって仕方がなくて、４人の方の

ヒアリングをやっても私はまだ払拭されないのです。 

 いろいろなアクションをみていると、結局、自然という部分の話と節水や節電というよ

うな２つの極端なところに分かれていて、制約の中で豊かであるライフスタイルというか

暮らし方の形みたいな議論が、何か間が抜けているのではないのだろうかという気がして

います。これは私の読み方が甘いのかもしれませんけれども、思いとしてはそのあたりを

少し補完すべきではないのかというような気がしています。 

 以上です。 

 

小澤座長： とても貴重なご意見ありがとうございます。そのことについて、では棚橋委員、お

願いいたします。 

 

棚橋委員： 後で学校教育のところでお話をしようと思っていたのですけれども、石田先生がご

指摘くださったので発言させてください。やはり体験はとても大事なのですが、体験で終

わってしまっては学びにならない。実際に学校で指導していても、体験で終わってしまう

とイベントになってしまうのです。子供たちの中にしっかり定着するような学びとしてす

るものとしてやっていくためには、子供が自分の発想で、体験をきっかけに、詳しく調べ

たり、ではどうしたらいいかということを考えたり、小さなものですけれども、アクショ

ンをやってみたり、行動や発信してみたりそれをまた振り返るというような、一連の問題

を発見したり解決するプロセスをふんだ学びが必要です。どのような体験でも、子が心に

刻みつけるためには、体験前後の学びが必要です。そうでないと、先月行ったよね、何だ

っけみたいな話になってしまう。しっかり心の中に落とし込んであげるためには、体験の

促進と、学びという言葉が欲しいと私も感じます。 

 以上です。 

 

小澤座長： ありがとうございました。今のことに関していかがでしょうか。石坂委員、お願い

いたします。 

 

石坂委員： 子供のための環境教育ではなくて、あくまでも大人も含めた環境教育の体験活動と

した場合に、私どものところに来ている団体様の中には、過去に郵便局の局長さんの研修

ですとかＮＴＴさんとか東京電力さんとか、企業の方たちも体験活動をされに来るのです。

目的としては、環境の中で何が問題なのか、知らなかったことを知るというところがこの

体験活動の大きな意義ではないかと思うのです。 

 今まで関心のなかった本質的な部分を実際に現場をみることによって気づいていくこと

が大切ではないかと思っています。体験したことによって何が得られていくのか。単なる
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イベントにならないようにするためにどうしたらいいかというところで、我々が今活動の

中で取り組んでいるのが、体験活動した場所での自身の考えや学びの結果を必ずその場で

振り返りで発表させることです。自分の考えや価値って一体何だろうということを必ずそ

の場で、その活動を通して感じさせること、振り返りさせるプロセスを入れるのは非常に

重要ではないかと思います。 

 ８ページ目の14行目に、「五感を使った体験を通じて、みずから考えるというプロセス

を設ける」。自ら考えるというプロセスだけではなくて、真の考えや学びの結果を発表し、

振り返るプロセスを必ず入れるというのは１つ入れたほうがいいのではないか。そうする

ことによって、単なるイベントで体験したではなくて、それを通して自分は環境のことを

知って何を感じたのか。それから、自分の行動をこれからどうしていくのかということを

自身に気づかせるというのが、この体験活動の目的ではないかと思いました。参考まで。 

 

小澤座長： 大事な意見ありがとうございました。それでは、川嶋委員、お願いいたします。 

 

川嶋委員： 石田さんがおっしゃった課題は、私は30年、自然の中での体験を通した環境教育を

やっていて、ずっと自分が自分に問うている課題で非常に重要なことだと思っています。 

 私は、文言をこうしたほうがいいという簡単な指摘はないのですけれども、私が整理し

て合っているかどうかなのですが、例えばわかり方として、論理的なわかり方と体験を通

したわかり方があると。それはだから、○○が○○だよ、後でテストに出るからねみたい

なわかり方ではなくて、自分の体験を通してわかったほうがいいというのは全くそうだと

思うのです。社会へのかかわり合い方は、ただ体験を通しただけでは生まれない。あなた

がかかわることで社会が変わるのだからというのは、全然違う軸の話だと私は思っている

のです。 

 １つ思うのは、棚橋先生がさっきいわれていたことが私がこれからいうことに近いのか

どうかわからないのですけれども、何か具体的な課題にかかわりながら学んでいく。地域

が抱えている課題なのか、地球が抱えている課題なのか、あなたが抱えている課題なのか

ということを教育の内容として取り上げていくというのは、特に学校教育の中では、地域

の中でそれに関する利害関係が起きるステークホルダーが親でいたりということもあるの

で、学校の先生は一般的な課題、地球規模とかはやるのだけれども、地域が抱えている課

題は割と取り組みにくいし、取り組まない傾向があるという話は前に聞いたことがあるし、

そうだろうと私は思うのです。いや、それを思い切ってやるのだとおっしゃっていた先生

もいらっしゃって、要するに教育の場ではそういうことをしていかないと、それであなた

はどうするのという話になっていかないということを議論した覚えがあります。社会にど

うかかわれるのかということと、どういう社会がいいのかということをただ考えるという

ことと、アクションを自分が起こすかということはフェーズが多分違うのです。 

 最後に、私が思うのは、今までやってきた中で割といいと思うのはモデルを示すという
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ことなのです。ああいう人という感じ。あるいは、こういう働きというのをみると、それ

ならできそうだと。何かゼロからつくるというのは非常に大変なことで、特に教育者がい

いモデルになっている場合はすばらしいと私は思うのですけれども、石田先生の話に触発

されて、本当にそうなのですよという感じで感想を述べさせていただきました。 

 

小澤座長： ありがとうございます。８ページに中黒で書いてあるところは、要素として挙げて

おりますけれども、きっと学習はプロセスだと思うのです。だから、その辺のご意見が、

石坂委員、石田委員は単なる体験ではいけない、そこで何が生まれるかというところは本

人自身が学ぶこと。あるいは、私も現場にいて思うことは、教師だけが教育しているので

はないのです。教師も子供から学んでいるわけです。 

 そういったところを含めて、今いただいたご意見も書き込みができたらと思いますが、

いわゆる認知的な側面だけを体験で対応しようとしているわけではないですね。非認知的

な側面、意欲とか、やはり地球が、この地域の自然がおかしくなっているとかということ

にも気づいた上で行動を起こしていくようなものが求められるということで、ここでは幼

児から大人まで含めて書いています。それはやはり乳幼児からも一緒にお母さんと、あり

得る話ですから、私たちがどのようにしていくのかというところは、持続可能な地域、あ

るいは自然の生態系の仕組みをきちんと担保していくというところが求められているとい

うことで、この辺の書きぶりも、きょうお話が完結しなくても、また意見を寄せていただ

ければありがたいわけですよね。その辺を含めて、またご意見を加えたい方、あるいは今

いただいたご意見に対して環境省から何かありますでしょうか。 

 

環境省・池田室長補佐： 貴重なご意見ありがとうございました。ご指摘のあった部分は、どの

ステークホルダーにも共通する要素を書き込ませていただきたいと思っております。例え

ば７ページ目の７行目、「『持続可能な社会づくりへの主体的な参加』と、その意欲を育む

ための『体験活動』を促進」と書いておりますけれども、ここが今回の報告書の肝となっ

ている部分でございます。今のお話を伺いますと、体験というのは自然体験のみならず、

例えば人との交流体験であるとか、人生を考える上での社会体験であったりとか、体験の

幅も広げることが重要ではないかというご指摘であったと理解しました。 

 また、体験が単に触れて終わりというものになることへの危惧もご意見の中にございま

した。それはそのとおりかと思います。そのため、体験活動の要素の中に、自分事にする

ような振り返りのプロセスを示す方向で整理させていただきたいと思います。 

 

小澤座長： 梶木委員、お願いいたします。 

 

梶木委員： 今、まとめていただいたことですごくいいと思うのですけれども、きっとＤＮＡに

すり込まれるような感じる体験、染み渡るようなことを幼いころから身近な中で経験でき
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るような場の提供、それがあれば回っていくのではないかと思います。先日来、身近な場

所で公園というのも出ていますけれども、子供が減ってくる中で、これから人口が減少し

ていく社会で、いかに近いところで経験できるか。日常的なところから感じて、もうちょ

っとふだんできない体験の場になっていくほうがいいのかなと思いますので、まずは触れ

て感じるというところだと思います。 

 以上です。 

 

小澤座長： ありがとうございます。かつて文科省でも、はい回る体験学習といわれたことがあ

りますけれども、今、そういう言い方はほとんどなっていなくて、「主体的・対話的で深

い学び」と「深い」がついている。だから、今のご指摘は、私たちは古来から浸透方式と

いうのでしょうか、私は中国でその言葉を聞いてきているのですが、日本のやり方、総合

的な学習は浸透方式ではないかと。そのときの課題は横断的なイシューに対してどうアプ

ローチするか。単なる１つの体験ではない。だから、ご年配の方は分別をやればやるほど

細かく分けなくてはいけない、疲れたわというような言い方をされてしまうのです。でも、

最終的に行き着くところは、資源のない国で、ではその資源の素材を我々がどう生み出す

かという発想まで加えた体験でないと、それこそ深い学びにもつながっていかないし、社

会システムを変えるところまでいかないのではないかと思うのです。そういったところを

集約して８ページに書いていますから、その辺も少し場面を想定しながら書く必要がある

かもしれません。 

 ただ、７ページにあります上の図をみると、本当に日本人はいわれたことを生真面目に

やるというだけなのです。でも、それだけでは今限界になってきて、もう少し深い学びに

つながる体験のあり方も考えていく必要があるのではないか。だから、多分感動すること、

石坂委員がこの間レポートしてくれた、子供たちは自然の中に入っているとやはり様相が

変わってくるわけです。その中からどう気づき、そしてアクションして、また反省的実践

者としてやっていくかとか、ほかの地域に行ったときに前とどうして違うのだろうという

発想もまた必要になってくるのかもしれないと思います。こういう報告書はどこまで深め

て書くのか私にはわからないところもありますけれども、少し文言を精査して対応させて

いただければありがたいと思います。 

 棚橋委員、よろしくお願いいたします。 

 

棚橋委員： 今、話し合っているのは、きっかけとして７ページの７、８、９行目のところだと

思うのです。ここは第二章にあたる基本的視点というくくりになっていますので、大きな

目標を示すのがよいともいます。例えばＥＳＤでは自己変容とか社会変容という言葉を大

きな目標に掲げているように、ここは持続可能な社会づくりということに向けた目標にと

どめていいのではないかと思います。体験活動については、次の大きな３番の中で取り上

げて、さっき石坂委員がおっしゃっていたように振り返りをするとか、これは子供に限っ
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たことではないです。大人もしっかりと振り返る、話し合う、行動するという具体的な話

の方向性へもっていくという書き方の切り分けをしたらいかがでしょうか。 

 以上です。 

 

小澤座長： ありがとうございます。ここはまた池田さんに考えていただいて。今、返事をしな

くてもいいですね。 

 

環境省・池田室長補佐： 貴重なご意見ありがとうございます。梶木委員、川嶋委員のご意見に

も共通することかと思いますが、身近な場とか課題を通じて小さな一歩を踏み出しながら、

より大きな変容につなげていくという視点かと思います。また、棚橋委員からは書き方の

構成として、目標と手段の書き分けをしてはどうかというご意見かと思いますので、持ち

帰って整理をさせていただきたいと思います。 

 

小澤座長： ３の７ページ以降のところでご意見いかがでしょうか。石坂委員、お願いいたしま

す。 

 

石坂委員： 何度もすみません。７ページ目のところなのですけれども、体験の機会の場の学び

の大きな特徴として、単純な学びの場所以外に、地域の魅力を地域内外に発信していき、

地域がもともともっていた自然や人や歴史や文化、技術などの資源の交流になっています。

先ほど座長がお話されたように、子供から逆に学べるものもたくさんある。要は外から来

た人たちがたくさんいると、自分たちが気づかなかった地域の魅力の再発掘につながって

いたりすることってすごくあります。都心から一番近い埼玉県の余り人が来ないようなと

ころに何の魅力があるのかと自分たちの地域の人たちは比較的思いがちなのですけれども、

実際多くの方が全国から来られ、こういったところが違うのねという話などをしていただ

くと、自分たちが気づかなかった地域の魅力を教えていただける。ドーナツ現象ではない

ですけれども、中のことを知らない方たちが外から刺激を与え、再発見していく場にもな

っているかなと思いました。 

 実際、子供から大人までが体験活動をして、自分が本当に楽しかったことや実践したこ

とは、どうしても人に話したくなると思うのです。実際、我々のところに訪問に来てくだ

さっている方たちは、ほとんどが口コミによるものなのです。自分の体験したことを人に

伝えていくというところに大きな気づきがあったのではないかと感じていて、ことし１月

に環境省様と共同事業でやらせていただいた全国８校の高校生たちにキャリア支援するこ

とで、後日、生徒と一緒に体験した東京都の瑞穂農芸高校の先生から、逆にすぐ175名を

連れて御社に伺いたい、それを受け入れてくれますかという問い合わせをいただいたぐら

いですし、どなたかが体験して、これは子供たちの教育のツールとして十分使えると感じ

ていただいた方が、そうやって波及してくださるというのはすごく大きな影響だと感じて
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います。 

 また、先週、一橋大学の先生がカナダ大学との交流プロジェクトの一環として30ヵ国、

50名の生徒を連れて私どものところに来てくれました。資源循環型社会を実現するために

はどうしたらいいかというところと、日本の里山の多面的価値を海外の人たちに考えても

らいたいという課題の勉強の場だったのですけれども、活動拠点を設けることによってさ

まざまな融合というか、交流が発展していくというところが体験の機会の場の１つの魅力

ではないかと思いますので、意見として１つ参考にしていただければと思います。 

 

小澤座長： ありがとうございます。とても大事なご指摘だと思いますが、そのほかいかがでし

ょうか。井田委員。 

 

井田委員： どこで話すかというのはちょっとあれなのですけれども、１番から４番までかかわ

ってくるのですが、１番の最後のところで共生という言葉がたくさん出てきますよね。共

生というのがキーワードになっているのですけれども、せっかく共生をワードにしたのに

ほかのところでは余り使われていない。私が解釈した共生というのは、今までの話にあり

ますけれども、ほかの世界とほかの世界を結びつける、それが共生かなと思っています。

具体的には、先ほど出た自分たちが地域に行って何かを感じるというのも当然違うところ

の共生だと思うのです。そういう意味では、共生という言葉をちりばめていくことによっ

て、体験するということが共生にかかわっていろいろなことがわかってくるというような

ところでまとめられるのかなと思いました。 

 ４番に行ってしまいますけれども、特に都市部では云々とありますが、では農村部で自

然体験活動をしているかというと、今はほとんどされていないです。むしろ学校が統廃合

して子供が遊べなくなって、うちに帰ると友達がいなくて家の中で遊んでいると。反対に

そういうところに都市の子供が来たときに、都市の子のほうが自然体験しているかもしれ

ないです。そういうところで、都市の子と農村の子が結びつくことによって、農村の子が

自分たちの地域にこんなことがあるのだという意味では、違った世界の子が来て自分の世

界を見直すというようなことが可能になってきて、それがまた共生になっていくのではな

いか。そういう意味では、共生という言葉を結構ちりばめながらこの報告書を書いていた

だけると、環境教育の意味がもっと出てくるのかなと感じました。 

 以上です。 

 

小澤座長： そういった意味では、東京都心というのか、大田区のある中学校は、その地域が勝

海舟とかかわる場所だったので、海援隊ではなく農援隊というクラブをつくって東北の子

供たちを応援に行っていて、都会の子供たちは農業のことを、今度は農村地域のお子さん、

中学生が、都会の子がそのようにして考える、それで地元の農業を見直すということもあ

ったのです。ですから、そういった意味で共生、それから子供たちもお互いの交流からも
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学ぶということであり得るので、多角的な視点からこの報告書を書く予定ではいますが、

どうまとめるかは簡単にはいえないというところで、私はなるべく池田さんの目をみない

ようにして今お話ししています。きょう、私は意見を拾う役割をしたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 あとはいかがでしょうか。宮林委員、お願いします。 

 

宮林委員： 好きなことをいって申しわけないのですけれども、今の意見、大変賛成なのです。

要するに地域の中には大人とお年寄りと子供たちがかかわったコミュニティー、例えばお

祭りみたいなものがあるわけで、そのお祭りの発展は、まさにその現場は教育の現場であ

って、子供たちは子供たちがその中で教わるものがあり教えていくものがあって、実年層

はお年寄りから教わるものがあり教えていくものがあって、ご婦人たちはご婦人たち、い

ろいろな場面場面がコミュニティーから生まれてきている。環境問題が発展する中で、あ

るいは経済、社会が発展する中で、コミュニティーの中身が大分変わってきて、それにか

かわるところが少なくなってしまった。だから、こういうものが進んできたので、めぐる

現状と学びの方向性でつながりをちゃんとつくっていこうではないかというような１つの

方向性が書いてはあるのですけれども、歴史的な展開、過程みたいなところのつなぎもあ

ってよかったかなという感じを受けました。 

 

小澤座長： 大切なご指摘ありがとうございました。近代化の過程でコミュニティーが分断化さ

れ、個々の人間も世代を超えて分断化されているところがあるかと思います。それが3.11

で地域のきずなとか、その地域のもともとの築いてきたものの大切さを教えていただいた

わけですけれども、そういった視点も含めてのコミュニティー、共生という言葉を入れて

いく必要があるかもしれません。ありがとうございました。 

 そのほかいかがでしょうか。棚橋委員、お願いいたします。 

 

棚橋委員： 重箱の隅みたいな話で申しわけないのですけれども、７ページの19行目に「学習指

導要領の前文や総則に」と書いてあるのですが、ほかにも入っています。同じような記述

が後で出てくる。９ページにも「総則に」と書いてあるのですけれども、これはとってし

まったほうがいいのではないかと。「学習指導要領に持続可能な社会の創り手」と読んで

いいように思います。 

 25行目に全体を通してここだけ「社会、文化、経済及び産業」と書いてあるのです。こ

こに「産業」がぽんと入ると違和感があります。 

 以上です。 

 

小澤座長： ありがとうございます。その文脈の流れは考えてみないといけないですね。 

 そのほかいかがでしょうか。――では、３のところは今の意見を踏まえて書いていくと
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いうことで、４のところでそれぞれの場、学校、地域、若者、大人ということで書いてあ

ります。一括でも、どこからでも入ってよろしいです。ご意見をいただければと思います。

よろしくお願いいたします。棚橋委員、お願いいたします。 

 

棚橋委員： ９ページの(1)学校教育のところでお話をさせてください。学校で環境教育をやっ

ていくときに、ＥＳＤの視点はとても重要なのです。ＳＤＧｓのように、環境だけでない

社会面での取組の指摘もとても重要なところで、ともすると自然環境がないと環境教育は

できないのですというような意見が聞かれることがあります。そうではないのだというこ

とをしっかり示す意味でも、もうちょっとＥＳＤについて書いていただけたらと思います。 

 そのときに、ＥＳＤでは持続可能な社会をつくる価値観の育成ということと、実践力の

育成と２つ大きな目的があるのですけれども、学校教育、特に小・中学校に来ている子供

たちはまだ子供ですから実践できることは限られているのです。その意味では、前回も申

しましたけれども、実践するための資質・能力を養うことは教育として必要な部分であり、

国立教育政策研究所が平成 24年にまとめたＥＳＤの研究のところでも７つの能力・態度

ということで指摘をされているところなのです。ですから、気持ちの上で守っていこうと

いう価値観の部分と、そのためにこういうことができるようになったらみんなで協力して

やっていけるという能力・態度のところと、その両面をぜひここに示していただきたいと

思います。もう一点、どこへ書いたらいいかというのはまだちょっとはっきりしないので

すが、５ページにＧＡＰの５つの優先行動分野が書かれています。けれども、このうち②

の機関包括型アプローチのところは、学校でいえばホール・スクールアプローチ、学校全

体で取り組むという意味合いがあるのです。学校現場教育用語でいうと教育課程全体で取

り組むという言い方になります。総合的な学習の時間や特別活動だけで取り組むのではな

く、教科も含めた学校の教育活動全体で取り組むことです。 

教育課程全体という教育的な言葉でなくてもいいのですけれども、学校教育全体で取り組

むのだということを明記していただけるとありがたい。 

 さらに１つ、ＳＤＧｓを明記していただきたいことをお話しします。 

ＳＤＧｓを学んだ子供たちの反応として例えば、ユニセフ募金を児童会でやっていた。そ

れは持続可能な社会をつくるために必要な、世界の飢餓とか第健康の問題とか、に役立っ

ていたのだという気づきをしたのです。ですから、17のゴールは、子供たちが今までば

らばらにやっていたものを持続可能な社会をつくるという１つの大きなテーマで価値づけ

てくれるものだということです。、ＳＤＧｓの言葉が１つも入っていないのですが、小学

校であっても十分に大きな影響があるものだということで示していただけたらと思います。 

 長くなりましたが、以上です。 

 

小澤座長： 今の学校教育における中にＳＤＧｓも入れたほうがいいということですね。ありが

とうございます。 
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環境省・池田室長補佐： 貴重なご意見ありがとうございました。学校教育に係る部分につきま

しては、文部科学省が所管でございますので、文部科学省とも話し合いをしながら整理を

してまいりたいと考えております。 

 

小澤座長： ありがとうございます。そのほかいかがでしょうか。宮林委員、お願いいたします。 

 

宮林委員： 地域における取組のところで、書きっぷりはこれでいいと思うのですけれども、も

う１つ加えていかなければいけないのが、両者が共通に物をつくっていく。先ほどの片方

が片方に交流していくというのではなくて、共通の森をつくるとか、共通のふるさとをつ

くるとか、一緒に物をつくっていくのだという交流が、比較的うまく環境に対する考えを

共通項としてもつ機会になるのではないかと思うので、そこを入れてもらうといいのでは

ないかと思いました。 

 

小澤座長： わかりました。ありがとうございます。それでは、飯田委員、お願いいたします。 

 

飯田委員： そうしましたら、順番に学校教育における取組と地域における取組で１点ずつお話

をさせていただきたいと思います。 

 １つ目の学校教育における取組の中で、特に９ページの33行目から35行目あたり、学校

教育の支援に係る部分はすごく重要なのではないかと思っています。私のやっている新宿

のＮＰＯでは、学校教育の環境教育を支援する事業として、新宿の環境学習応援団という

事業をやっておりまして、企業ですとかＮＰＯですとか大学、学生を含めて、さまざまな

環境活動をしていたり、環境教育にかかわる意思のある方を人材バンクとしてネットワー

ク化して、学校の先生方にご紹介したり、学校の授業をやるに当たって、授業づくりのコ

ーディネートをしたりというようなことをやっているのです。 

 もちろん学校の先生は各教科を教える専門家であり、子供たちと接する、コミュニケー

ションをとるという意味では専門家だと思うのですけれども、一方で企業とかＮＰＯとか、

さまざまな現場で現在進行形で進んでいる問題に対して取り組んでいる人、本物から学ぶ

というのは子供たちにとってもすごく重要だと思っていて、学校の先生以外に企業、ＮＰ

Ｏ、民間からも学校の環境教育に入ってきてもらうような仕組みはすごく重要だと思って

います。 

 それに当たって、特に33行目のところで、国及び地方公共団体に加えて、企業とかＮＰ

Ｏとか大学とか研究機関を含めて、そういうさまざまな環境教育、環境問題にかかわるよ

うな人にも学校教育を支援してもらえるようなことに関してはすごく重要だと思っている

ので、そういう視点も学校教育における取組のところで入れると、よりよくなるのかなと

思っているところです。 
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 もう一点、地域における取組のところで、こういう報告書にどこまで具体名を入れるの

かというのは難しいところだと思うのですが、地域の取組の中で、施設として重要な役割

を担っているのは、それこそ川嶋さんがやっていらっしゃるような自然学校であったり、

日本の場合は歴史的に公害教育も環境教育の中ですごく重要な役割を占めていて、公害資

料館というのも１つ重要な施設なのかなと思います。 

 私は新宿区立の環境学習情報センターという環境に関する公共施設のスタッフをやって

いるのですが、いわゆる環境学習施設、リサイクルプラザであったり、エコセンターとい

うものだったり、名前はまちまちだと思うのですが、行政の運営する公共施設である環境

学習施設も大きな役割を担っているかなと思っております。 

 なので、どこまで具体的に記載するのかというのはあれなのですが、自然学校であった

り、公害資料館であったり、環境学習施設であったりというのも環境教育を進めていく上

ではとても重要な施設であると思うので、そういう施設のより一層の発展を目指すですと

か、あとは10ページの23行目の「地方公共団体や教育委員会等に周知したり、実践者の交

流の機会等を提供していくことが有効と考える」というのも私はすごく賛成するところで

す。それぞれの施設の職員同士の交流を促したり、いろいろな地域に同じような施設があ

るので、そういう施設同士でノウハウとか経験値のような知見を共有したいという施設同

士の連携、協働を促すというのもすごく重要な視点なのかなと思うので、ここにどれぐら

い書き込むかは別にして、そこはすごく重要かなと考えています。 

 

小澤座長： ありがとうございます。そのほかいかがでしょうか。梶木委員、お願いいたします。 

 

梶木委員： 簡単に。学校教育の一番下のところに、「例えば『英語で自然体験』」と書いてある

のですけれども、例えばが英語で自然体験ではないほうがいいかなと思ったりするところ

が１点あるのです。もう少し違う事例が入ったほうが。こんなに短絡的でいいのかなと思

ってしまいますので、そう思って書かれているのではないのかもしれないのですけれども、

時間的に余裕がないということで始まっている段落で、小学校などだったら、なかなか外

国語活動できる人がいないというのが大きな課題になっているところで、なおここで英語

で自然体験を入れてしまうのだろうかというところはちょっと思いました。 

 もう１つ、地域での取組のところで、今までたくさんのステークホルダーの方がおられ

ると思うのですけれども、私が最近、地域でいろいろな活動をしているときに、まちの中

で工務店さんなどが、リフォームだったり空き家を壊すとかというときに学生がかかわっ

ていくと、すごくいい環境教育になるのだなと。これまで余り環境教育と思っておられな

いところも、空き家問題などを考えていくと、そこに若い人が絡んでいくと、そういう家

の暮らしぶりとか、暮らしはこのような面で考えておかないといけないというようなこと

に気づくところがあるのです。これまでに余りかかわってこられていないところ、まちの

中にいっぱいそういう方はおられるので、どんどん取り込んでいくみたいな視点が入ると
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いいのかなと思いました。 

 以上です。 

 

小澤座長： 国交省さんもこの法律の中には入っているのです。水辺の楽校だけではないと思う

のです。例えば、私がかかわっている景観まちづくり学習で、古い地域で高校生、それこ

そ地域では大学、大学生等が取り組んで、地域創生的な視点をもちながら次のわざを伝え

ていく取組がありますので、そういったところがどこまで書き込めるかというのもありま

すが、注として書き込むということも考えられるかもしれません。またそこはご相談させ

ていただきたいと思います。 

 そのほかいかがでしょうか。まず、大久保委員、その後、秋田の方、お願いします。 

 

大久保委員： 今、環境教育の施策の部分について議論がなされていますけれども、環境教育の

ところについての話でいいでしょうか。その後、そのほかの協働取組関係はまた分けて議

論しますか。 

 

小澤座長： その後、行こうかなと思います。 

 

大久保委員： わかりました。では、環境教育関係のことを申し上げたいと思うのです。先ほど

地域体験というものをどのように社会の変革、主体的な参加につなげていくかという話が

ありました。現行基本方針には、ボランティア活動の促進という項目が入っておりまして、

両方の体験したこと、体験の中にはボランティア活動も入るのでしょうけれども、それを

変革につなげていくというのは、今まで肝の部分でどこに響くのかというお話がなされて

きましたが、それと同時に私からもう少し技術的といいますか、資源の導入というお話を

したいと思うのです。 

 提出いたしましたペーパーの２ページ目の３、今後の施策のあり方の(1)なのですけれ

ども、例えばドイツでは市民の３分の１が環境だけではなくて、まさにＥＳＤ的な取組、

社会参加活動を行っているといわれていますが、それはただ単にドイツ人が環境意識が高

いとか、参加意識が高いということではなくて、その基礎にさまざまな施策の担保がある

ということがいえるのではないかと思います。例えば、青少年ボランティア活動法や連邦

ボランティア活動法によりまして、宿泊、食事を無償提供して、若干の小遣いを公的資金

で出して、環境だけではなくてその他のボランティア活動も含めて参加できる制度が設け

られていて、年間何万人もの方が参加しているということでございます。 

 では、その財源をどこからもっていくのかということなのですけれども、日本でも最近、

休眠預金法などができまして、民間公益活動をきちんと促進していくためには財源の担保

も必要だというお話も施策に上がってきておりますので、実施していくための資源の強化

も重要ではないかと思います。 
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 (2)で書きましたのは、何人もの方からお話が出てきていますように、個々のいろいろ

な取組がなされているので、連携をつくってハブを形成していくということが個々の取組

を面的、継続的な取組につなげていくということになるのではないかということです。そ

の意味で、報告書案にも最後の(6)のパートナーシップの推進でＥＳＤ支援センターの名

前が挙がっています。ＥＳＤ支援センター、ＥＰＯ等、中間支援組織をハブとして形成し

ていくといったようなことが(6)で書かれているのですけれども、個々の取組を参加の継

続的、面的な広がりにつなげていくということでの役割の重要性という形で少し書き加え

ることができるのではないかと思いました。 

 

島田委員： きょう初めて参加させていただきました島田と申します。雪深い秋田から出てきま

したので、何か一言お話ししないと役不足だということになりますので、学校教育におけ

る取組のところでお話をさせていただきたいと思います。 

 先ほど棚橋先生からもお話がありましたけれども、ＥＳＤの視点をもうちょっと入れて

いただければと思います。それから、学校教育における取組という文章の中に、子供がみ

えてきていない。せっかく学校教育なので、子供がみえるような書きぶりにしていただけ

ればということを感じながらみさせていただきました。 

 もう一点は、学校教育における取組とか、地域における取組とか、若者における取組と

いうように項目を分けて書かれていますけれども、実は全て相互リンクしているのだとい

うような内容をどこかに書いていただければ、それぞれ単独でやっているのではなくて、

全てがつながっているということがわかっていいのではないかということを感じました。 

 以上です。 

 

小澤座長： ありがとうございました。そのほかいかがでしょうか。石坂委員、お願いいたしま

す。 

 

石坂委員： 先ほどの９ページ目の39行のお話なのですけれども、「例えば『英語で自然体験』」

というところの中に、参考としてというか、お願い的な要素なのですが、地域、企業の課

題を題材にしたり、地域のボランティア活動に参加して、社会とのかかわりを子供たちが

もっと積極的にしていくというような方向感を示すものを入れていただくことができない

かなというのと、せっかく認定をとっても地域の学校が活用してくれないと、とった目的

というか、意味がなされないと思いますので、体験の機会の場を学校側が教育の一環とし

て多く利用していくなどということも入れていただけるといいかなと思います。 

 子供たちだけではないと思いますけれども、自発的とか意思の尊重というところを、企

業サイドとしても新しいネットワークというか、アイデアがすごく欲しいのです。思い切

った発想だったり、全く部外者の人たちが考える環境教育ということだけではないですけ

れども、企業課題とかも環境課題の１つとして取り上げてくれたりすると、将来性という
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かヒントになったりするのではないかと思うので、企業とのネットワークの連携みたいな

ことも入れていただけるといいかなと思いました。 

 

小澤座長： ありがとうございました。とても大事な視点です。それで、前半のほうに固まって

いましたので、11ページからの大人、そして(5)、(6)のパートナーシップのところでご意

見いかがでしょうか。お願いいたします。 

 

飯田委員： ありがとうございます。そうしましたら、私からは10ページの若者に対する取組の

ところについて発言させていただきたいと思います。 

 ２点ありまして、１つ目は細かいところなのですが、指出さんのお話に、最近の若者は

狭い意味での環境問題だけではなくて、さまざまな広い意味での社会活動、ソーシャルプ

ロジェクトのようなものに関心のある人が多くて、そういう人たちに、いかに自分のやっ

ている活動は環境問題にもかかわっているのだというところに気づいてもらったり、環境

問題を軸にして、もう一回活動を捉え直したりというのが重要だというお話があって、私

もそこで共感するところがあって、その具体例として11ページの６行目の冒頭に「このた

め、地域活性化等」という地域活性化が１つの例として挙げられているのかなと思います。 

 私自身も４年前に文科省さんのやっていらっしゃる日本ＥＳＤユース・コンファレンス

に参加させていただいて、ＥＳＤに関する活動をしているユースが集まる会議で、毎年１

回やっていて、今年度で４回目になるので、恐らく修了者が100人ぐらいいるのではない

かと思っていて、自己組織で任意団体であるのですけれども、ＥＳＤジャパンという若者

のＥＳＤ活動のネットワークを今つくっているところです。 

 この例として、今、地域活性化が挙がっていて、ではＥＳＤとか環境教育にかかわるよ

うな若者はどういう人がいいのかなと思って４回の名簿をいろいろ見返してみたのですが、

ＥＳＤで集まる学生として一番多いのは環境に直接かかわる人が多かったのですが、それ

以外でも、もちろんここに挙げている地域活性化にかかわる人もいますし、ほかでいうと

国際理解とか国際理解教育にかかわる学生とか、食べ物の視点から、自然の恵みをもらっ

ているので、食育で環境にかかわるような人とか、あとは科学コミュニケーションです。

科学と環境はすごくリンクするところなので、科学を伝えるということを通じて持続可能

な社会とか環境について貢献していくと。このＯＢのネットワークとかをみても、地域活

性化と併記する形で、もしも加えるのであれば、食育とか国際理解教育とか科学コミュニ

ケーションとかというのは環境教育との親和性も高いですし、例としてはいいのかなと思

ったところです。 

 もう一点が、11ページの最後のところです。14行目以降で、「若者に芽生えた小さな意

欲が、より大きな社会の変革につながっていくよう、行政が行う審議会委員として若者を

登用するなど」というところはすごくありがたいと思っているところです。 

 今回、私もこの会議に参加させていただくに当たって、いろいろな同じような仲間たち
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にも、この会議に当たってどうかなというような話をしていて、それぞれ若者の政策提言

をしたりとかというネットワークは今たくさんある状況です。例えば、生物多様性だと生

物多様性わかものネットワークという団体があったり、気候変動だとClimate Youth Japa

nという団体があったり、ＥＳＤだと、私も入っているのですけれども、ＥＳＤジャパン

という団体があったり、社会に向けて自分たちの活動をより高めていくためのネットワー

クと同時に、やっていることを社会的にも発信していきたいという若者の団体はたくさん

あるのです。こういう場に若者を１人入れるだけで、その１人の意見というよりかは、そ

の背後にあるネットワークを介して多様な声が入るのかなと思っているのです。 

 よくあるのが、マルチセクターでいろいろなセクターから呼びましょうとか、最近だと

ジェンダーバランスで男女両方入れましょうとかという中に、もう１つ、いろいろな世代

を配慮して、世代の多様性も担保するというところを、ここに書いてあるように入れてい

ただけるのはすごくありがたいと思いますし、そういう場で発言できるように、若者とし

てもその背後のネットワークを整備したり、地道な日ごろの草の根の活動を頑張っていき

たいと思っているところです。 

 

小澤座長： ありがたい、きっと言葉として宣言ですね。ぜひ後で背中を押しますから、頑張っ

てやっていただきたいということで。 

 そのほかいかがでしょうか。大久保委員。 

 

大久保委員： 出したペーパーの最後の部分、３ページ目以降のお話をさせていただきたいと思

うのですけれども、１つは主体的な参加が現在既になされている、今の飯田委員のお話に

もあったようにさまざまな活動がなされている、そういう活動をどう促進していくかとい

う視点も重要ではないかと思います。 

 これについては後半部分で幾つか挙げていただいているのですけれども、少しつけ加え

たらいいかなと思うことがあります。まず第１点目としては環境団体の財政助成です。現

在、国レベルで一番大きいのは地球環境基金ということになると思うのですけれども、そ

の総額が年間６億円で対象団体は200程度なのです。今回、欧州調査をしてみますと、最

初に日本にもそういう基金があって、海外の団体も応募できるという説明をすると、６億

って６億ユーロかとか、200団体って20団体の誤りかとか、などと聞かれ総額が大変少な

いという印象があることがわかりました。 

 例えば、ＥＵではＬＩＦＥという仕組みがあるのですけれども、ＥＵの立法の中に多様

な意見を政策の形成や執行に反映させることが大変重要であるという立場から、ＮＧＯの

インボルブメントと全てのレベルのガバナンスの向上ということが助成目的に明記されて

おりまして、アドボカシーも含めまして、政策形成推進機能を担保するための助成とプロ

ジェクトベースの助成という２つの柱で助成がなされています。 

 政策参画機能を担保するための助成というのは日本ではまずほとんどないのですけれど
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も、これは組織運営費の助成です。例えばオフィスの借り上げ代金であるとか、事務局の

人件費であるとか、全国レベルで政策を議論しようというと集まるために旅費がかかった

りするわけですが、そういうものをきちんと助成していくということです。このことと、

実際に自然再生の事業を行うといったようなプロジェクトベースの助成を行うということ

と、これの２本をセットでやっています。額も違うし類型にも多様性があるというのが日

本との２つの違いです。 

 さらに、３つ目の違いといたしましては、日本ではＮＧＯが今のところ小さいから、と

りあえず最初はこれを支えるのだという考え方なのですけれども、いろいろ聞いてみます

と、営利活動と違って公益的な活動は、次第にもうかって資金が入ってくるものではない

ので、当然、継続的な公金の投入が必要なのだという観点に立ちまして、公益的機能に見

合った財源を付与するという基本的な考え方があることがわかりました。 

 このような観点を検討していくことが必要だと思いますし、そうした調査をするに当た

りましては、国内であれ、国外であれ、環境団体自身がそういった調査を請け負って、実

際にヒアリングをしてみることによってキャパビルにもつながるのかなと思いました。い

ずれにしろ、この部分の強化は必要ではないかと思います。 

 もう１つ、政策形成への参画なのですけれども、これは法律にも条文があります。、政

策提言のほか具体的制度としては何を入れていくのかということは、法律上は必ずしも明

確にはありませんが、例えば今も若者のほうでさまざまな分野別の政策提言が行われてい

るということがありました。最後のページに書きましたように政策形成に当たって何が一

番重要かというと、何を課題として捉えるかというフレーミングの段階で、さまざまな立

場の方が早期にインプットをして、行政だけでは見逃してしまうような課題、あるいはこ

ういう対策が打てるといった契機を認識し、政策形成に活かしていくということなのでは

ないかと思います。 

 そうした観点から、ここに書きましたように、地域レベルの政策提言は自治体ごとに注

目すべき試みが行われておりますけれども、全国レベルでも従来あるような政策提言に加

えまして、地域でのタウンミーティング等々、新たな手法も検討されるべきではないかと

考えます。 

 最後は、報告書案にも入れていただいている協働取組の推進ですけれども、ここの部分

につきましては、先ほど石坂委員からご指摘がありましたように、協働取組でさまざまな

成果が上がっていて、その成果がハンドブック等にもまとめられておりますので、そうし

た協働取組の成果をもうちょっと書き込みまして、そういうものを共有し、そして環境問

題、社会問題の同時解決のための事業といったようなものに発展的に展開していくことが

必要ではないかと考えます。 

 以上でございます。 

 

小澤座長： とても最新の情報を入れていただいてありがとうございます。今までいただいた意
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見を受けて、池田さんから何かありますでしょうか。 

 

環境省・池田室長補佐： 貴重なご意見ありがとうございました。ご意見を拝聴しておりまして、

先ほど井田委員から「共生」という視点をもうちょっと強調したほうがいいのではないか

というご意見がありました。また、石坂委員から、これまでみえてこなかったものの価値

を発見するというところが体験の意義であるというご趣旨の発言がございましたが、まち

づくりに関わっている方との交流、企業の課題の発見などは、そうしたものに通ずるかと

思います。自分の世界とは異なる世界をつなげる、まさに共生というところをうまくちり

ばめていくと、皆様のご意見を反映できるのではないかと感じた次第でございますので、

ちょっと工夫をしながら、本日の議論を整理していきたいと思います。 

 

小澤座長： ありがとうございました。共生という視点から、いただいた意見を取り入れていく

という形で。森林のことを考えても、多分古い木造家屋、例えば公共施設は、森に生えて

いた年代は使えるということで、それをどう地域の資源として活用していくかという取組

はあちこちで、企業から助成金を出している組織もありますけれども、そういったものも

含めて協働のあり方にもつながっていくと思いますので、ぜひそういう事例も多くしたほ

うが。文章そのものに書くか、あるいは注のところに書くかですね。そういうところを考

えていただいて、ご意見をまとめていくということがもしかすると必要かもしれないです。 

 ただ、財政的な基盤をどうするかというご意見を大久保委員からいただいたのですが、

なかなか難しいですね。プロジェクトベースでいただけるのは少なくて、人件費ももらえ

ない中で、どう次のステップに行くのかという課題がたくさんありますので、どうするか

というところもあります。でも、そこがちゃんと整備されていないと若者たち、ユースが

いろいろな角度から集まっていても、次のステップにつながらないということにもなるわ

けです。そして、多分それは地域の大人に対する取組も同じことになっていくのではない

かと思います。 

 私はこの間、ユースの活動表彰式に行っているときに、こどもエコクラブの方からいわ

れたのは、みんな高校生は、地域でこどもエコクラブの活動をしていた人ですという意見

をいただいて、それが具体的に地域の課題をユースの活動として、学校の先生のお知恵も

いただき、地域の方の雇用まで生み出している取組にも結びついている展開がありました

ので、今回は基本方針をきちんとまとめていく報告書ということになっていくわけです。

ですから、そういった視点を少し広げて捉えていただけるような書き込みをしなければい

けないということで、私は何となく右にずらしていけばいいのかなと思いながら、自分だ

ったらどう書くのだろうとメモをとるだけでも大変でしたけれども、なかなか難しい課題

を与えていただきました。でも、大きな筋はいいわけですね。ただ、今、皆さんからたく

さんいただいたご意見をどう反映していくかということで、そろそろ時間もありますので、

ご意見……畠山委員、お願いしたいと思います。 
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畠山委員： どこに入るかがちょっとわからないのですけれども、学校、企業、民間の団体、も

う１つ、行政の職員の方も入れてほしいのです。というのは、今、三陸沿岸部は災害復旧

工事をやっていますけれども、自然のことを余りにも知らない行政の職員の方が非常に多

い。林野庁さん、国交省さんが主な事業主、県も市町村もそうですけれども、主に土木系

なのです。自然に配慮したという工事の事例を検証しに行くと、ちょっと的を外し過ぎて

いる事例が余りにも多いので、ぜひ行政の職員、特に担当の技術者の方々、土木の技術者

は土木のことにはすごく精通しているのですけれども、環境のことには余りにも無頓着過

ぎるので、そこを何とかこの法の中に反映できたらいいのではないかとふと思いました。 

 

小澤座長： なかなかどのように書き込むかは物すごい大きな宿題ですけれども、今、技術は技

術レベルでも専門化され過ぎてきているということでしょうか。そこを全体にみるという

ことと、ホリスティックにみていく、あるいはつながりでみていくという視点が、技術教

育の中にももしかするとないのかもしれないのです。我々、自分の住んでいる地域でも、

せっかく場の記憶としての森が、刈り方とか木の手入れの仕方がなっていないというおし

かりを地域住民からいただいたりしながら、行政の方は行政の方で一生懸命やっているの

ですが、住民に危害を加えない手入れのほうで、その場の記憶としての森のもつ意味が何

となく受け継がれる場がなくなってきているという感覚が私もありますので、その辺、ま

た加えていただければありがたいと思います。 

 

畠山委員： コンサルの担当者の方々と行政の担当者の方々が、住民の意見等を反映していろい

ろな公共事業をやるわけですけれども、その中に教育が入ればいいと思っているのが、で

きたら議員の方々も教育の枠の中、環境教育にぜひ参加していただきたいというのが現場

の意見でして、それをここにはどこかに入れられないかなと、ちょっとご検討いただけれ

ばと思います。 

 

小澤座長： その辺は、またこちら側に並んでいらっしゃる方にも意見を伺いながら多分進めて

いくと思いますので。 

 それでは、石坂委員、お願いいたします。 

 

石坂委員： 最後の貴重な時間を済みません。体験の機会の場の研究機構の代表として１つお願

いしたいことがあるのです。13ページの協定制度の中に１文追記のお願いという形になる

かと思うのですが、我々の研究機構が何を活動するのかということを示していただけない

かなと。地域外、または海外に向けて、地域の体験の場としての魅力を発信していく企業

を増やしていきたい。企業や団体の掘り起こし活動をするとともに、体験プログラムは具

体的にどういうものを特有としてもっていくのか。体験活動を実践できる人材の育成とい
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うことも研究機構の中の課題として取り組んでいきたいと思っていますので、そういった

ことを１文、目的を載せていただけないか。 

 あとは、国との協定ですから、何を目指して、目標の方向性をどうしていくのかという

ところも具体的に記載事項として検討していただけたらありがたいかなと思います。 

 

小澤座長： ありがとうございます。では、大久保委員。 

 

大久保委員： 先ほどの畠山委員のご指摘は大変重要だと思うのですけれども、端緒となるとこ

ろを申し上げますと、きょう資料として置いてある基本方針35ページのアの環境に関する

研修等の充実のところをみていただきますと、現在の基本方針におきましても、「行政の

みならず、立法、司法、全ての機関の職員が通常の業務や各種の施策を実施する際に、環

境への配慮を織り込むため」の研修を受けるということが書き込まれております。ここの

部分の記述をもう少し充実させるということかと思います。 

 このことは国際的にも大変重視されておりまして、立法とか行政に実際にかかわって、

いる方々、公権力をもっている方々がきちんとＥＳＤ的な考え方を身につけることが重要

だとされています。そのような観点から、きょう最初にご紹介させていただきましたバリ

ガイドラインにおきましても、専門性をもっている重要な役割を果たしている行政、立法、

司法の全ての職員のキャパビルということが強調されております。まさに現行の基本方針

もその方向で、その重要性を認識した形で構成されていると思いますので、ここの部分を

充実させれば非常に調和的な記述になるのではないかと思います。 

 以上です。 

 

小澤座長： ありがとうございました。いろいろと大きい課題から言葉の概念をきちんと立てる

ところ、具体的に述べるところなどご指摘いただきましたので、もし言い足りないことな

どは、事務局に文章的なものでご意見をいただいても結構と思いますので、きょうお示し

しましたものに加えていただくとか、そういったこともやっていただいて、次回まで少し

考えていただく、環境省の方にご意見をいただいて私の役割は終えたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 

環境省・池田室長補佐： 本日は長時間にわたりまして本当にありがとうございました。今、座

長から意見ということがございましたが、スケジュール的なこともございます。次回、３

月19日ということで、そのときにはこの報告書をまとめ上げる必要がございます。もし追

加意見等がありましたら、できれば今週中に事務局まで適宜の方法によりご連絡をいただ

ければありがたく思いますので、ご協力よろしくお願いいたします。 

 また、次回でございますけれども、こちらの報告書とりまとめにあわせまして、先ほど

来、話題に上っております基本方針の見直しに向けた議論をしていただく予定でございま
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す。次回、報告の改定案に併せて、今回の検討を踏まえた基本方針の案もお示ししたいと

考えております。基本的には、今回の議論の内容を追記するというイメージでおります。 

 いずれにしましても、次回でこの報告書を固める必要がありますので、ご意見があれば

今週中によろしくお願いいたします。 

 

小澤： それでは、ご協力ありがとうございました。 

 

                                    ――了―― 

 


